
◎甲賀市第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画（重点事業）進捗管理表

評価 方向性
１．健康づく
り・介護予防の
推進

（３）介護予防
の推進

長寿福祉課 地域包括支援室 ・出前講座や地域団体からの依頼を通じて、フレイル予防や認知
症予防の啓発を行う。
・広報紙、ホームページ、ケーブルテレビ、パンフレット等の
様々な情報媒体を通じて情報提供や啓発活動に努める。
・民生委員児童委員や区長、健康推進員、自治振興会など地域の
組織と連携・協力し、介護予防の普及啓発に努める。

・通いの場等に地域包括支援センター職員が出向き、軽度認知障
害（MCI）やフレイル予防について講話を行った。
 開催数 125回
 対象者 1,746人

２．在宅生活を
支えるしくみづ
くり

（１）地域包括
支援センター機
能強化

長寿福祉課 地域包括支援室 ・地域包括支援センター運営協議会により地域の現状と課題の共
有を行い、専門職と関係機関のネットワーク強化を図る。
・高齢者虐待担当者会議
・包括的・継続的ケアマネジメント担当者会議

・地域包括支援センター運営協議会
 2回（8/25、2/3）開催。
・包括的・継続的ケアマネジメント
 業務担当者会議︓４回
・機能強化のため、基幹型包括支援センターについて協議を行っ
た。

３．認知症施策
の推進

（２）地域での
日常生活・家族
の支援の強化

長寿福祉課 地域包括支援室 ・オレンジカフェとの連携を継続する。
・認知症カフェ等で本人ミーティングの開催や情報交換、交流、
相談、ピアサポート等が図れるよう支援する。情報発信の拠点と
なるよう運営を支援する。
・オレンジカフェの新設︓1か所
 （R7年7月〜）

・オレンジカフェ︓6か所(うち新設１か所)
・本人がオレンジカフェの運営に携わっている︓3か所
・VR体験会を開催︓８か所、173人参加
・もの忘れ相談会開催
・オレンジカフェ情報交流会開催予定

長寿福祉課 地域包括支援室 ・認知症サポーター養成講座︓24回開催 受講者︓330人
 (うち、今年度は一般応募で各地域にて実施︓4か所38人）
・キャラバン・メイト養成講座開催︓20人受講
・こうか市チームオレンジ事業設立
 チーム数︓1 人数:20人
・ステップアップ研修開催︓13人受講
・介護家族支援教室開催(全6回）︓12名受講
・認知症地域支援推進員要綱制定
・9月の認知症月間に啓発活動を認知症サポーターと共に実施
・市内19か所に啓発ちらしを設置、市内3か所で街頭啓発、パネ
ル展示を実施

令和7年度実績（R7.12末時点） 令和７年度成果 課題 今後の方向性基本的方向 施策

② 介護予防普及啓発事業

① 地域包括支援センター運
営の機能充実

① 認知症の人とその家族が
安心して過ごせる居場所づく
り

③ 認知症になっても安心し
て生活できる地域づくりのた
めの人材育成と体制整備

令和７年度取組内容

・認知症に関する正しい知識や理解を深めることができるよう、
認知症サポーター養成講座や出前講座、ホームページ等による啓
発に取り組む。
・ステップアップ講座等を受講した認知症サポーターが、地域の
見守りや支え合いの活動、認知症カフェなどで役割を担い活動で
きる体制づくりに取り組む。
・認知症サポーターが支援チームをつくり、認知症の人やその家
族の支援ニーズに合った具体的な支援につなげるチームオレンジ
のしくみづくりを検討し設置する。
・認知症サポーター同士が情報交換や交流、学習ができる場づく
りを行う。
・認知症の人とその家族の悩みや必要としている支援と認知症サ
ポーター等の支援者をつなぐ、コーディネーターを配置する。
・認知症になっても、意欲や能力に応じた雇用継続や地域での社
会参加等ができるよう、若年性認知症支援コーディネーターや認
知症地域支援推進員等が支援を行う体制づくりに取り組む。

事業 担当課

基準値
単位 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

8 計画 9 10 11
6 実績 7.2 6.7

指
標

第９期

介護予防普及啓発
（65歳以上人口に占める割合）

％

基準値
単位 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

3 計画 4 5 5
4 実績 5 6

指
標

第９期

認知症カフェ開催箇所数 箇所

基準値
単位 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

500 計画 500 500 500
585 実績 421 300
20 計画 25 30 35
25 実績 26 20
0 計画 0 1 1以上
0 実績 0 1
0 計画 1 1 2
0 実績 0 1

人

認知症サポーター養成講座
（養成人数）

人

指
標

第９期

コーディネーター設置数 人

チームオレンジ数 チーム

登録認知症サポーター数
（登録人数）

資料１
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評価 方向性
令和7年度実績（R7.12末時点） 令和７年度成果 課題 今後の方向性基本的方向 施策 令和７年度取組内容事業 担当課

４．生きがい・
地域づくりの推
進

（３）生活支援
サービスの体制
整備

地域共生社会
推進課

・重層的支援体制整備事業の参加支援事業、アウトリーチ等事
業、多機関協働事業を甲賀市社会福祉協議会に委託実施した。
・支援会議の件数…46件
・重層的支援会議の件数…12件
・支援プラン（アウトリーチ）の件数…8件
・支援プラン（参加支援）の件数…4件
・新規ケース管理件数…19件
・継続ケース管理件数…61件
・ケース訪問回数…97回
・終結したケース…9件

長寿福祉課 地域包括支援室 ・複合化・複雑化した課題を抱える個人や世帯に対する適切な支
援を行うため、多機関と協働するとともに、必要に応じて伴走支
援を実施した。
・重層的支援体制整備事業の支援会議の活用
 支援会議にあげたケース数︓ 18件
 支援会議の開催回数︓ 22回

５．安全・安心
な暮らしの推進

（２）権利擁護
の推進

① 高齢者虐待
防止の推進

ア）啓発活動 長寿福祉課 介護保険係
高齢者支援係
地域包括支援室

・高齢者虐待防止及び早期発見・早期対応の啓発推進に努めると
ともに、支援者や関係機関に対し、高齢者の虐待防止や権利擁護
に関する啓発推進に努める。
・事業所における実地指導時に虐待防止のための対策の取り組み
状況等について確認し、必要に応じ指導や助言を行うなど、虐待
防止の取り組みを進める。

 ・１２月に市内介護保険事業所を対象に、高齢者虐待防止研修会
を実施した。（参加者︓56名）
・市民を対象に、市民向け権利擁護セミナーを開催した。
（主催︓NPO法人ぱんじー 共催︓甲賀市 参加者︓50名）
・事業所における実地指導時に必要に応じ虐待防止に関する指
導・助言を行った。（実地指導時の確認2件）３月には、集団指
導時において全体的な啓発を行った。

イ）相談窓口 長寿福祉課 高齢者支援係
地域包括支援室

 地域包括支援センターが高齢者の身近な総合相談窓口となり、
家族や関係機関等から寄せられる虐待、又は、虐待につながるお
それのある事例の相談を受ける体制を充実する。

R7年度虐待通報件数︓32件
 （水口8、土山3、甲賀4、甲南10、信楽7）

ウ）早期発
見・早期対応

長寿福祉課 地域包括支援室 ・虐待の早期発見・早期対応に努め、セルフネグレクト等の権利
侵害の防止にも取り組む。
・地域ケア会議の虐待緊急判断会議、虐待個別ケース検討会議に
て、個別事例の検討を行い、関係機関と連携を図り、虐待の早期
解決を目指す。

月2回の定例の高齢者虐待検討会議に加え、臨時でもケース検討
会議を行ったことで、虐待の早期解決を目指した。
 年間の検討ケース数︓62件
 高齢者障害者虐待防止支援ネットの活用︓1件
 虐待対応職員の勉強会︓2回

エ）見守り
ネットワーク

長寿福祉課 高齢者支援係
地域包括支援室

・虐待の早期発見・早期対応に努め、セルフネグレクト等の権利
侵害の防止にも取り組む。
・地域ケア会議の虐待緊急判断会議、虐待個別ケース検討会議に
て、個別事例の検討を行い、関係機関と連携を図り、虐待の早期
解決を目指す。
・地域住民や関係者が、見守りを続けることで、生活の変化に気
づき虐待の防止につなげる。
・虐待が疑われる場合、市や地域包括支援センターの虐待相談窓
口につながるようネットワークづくりに努める。

・月2回の定例の高齢者虐待検討会議に加え、臨時でもケース検
討会議を行ったことで、虐待の早期解決を目指した。
 年間の検討ケース数︓62

・民生委員・児童委員にも、相談対応や会議などを通じて、ネッ
トワーク作りを行った。地域住民にも、啓発の機会で地域包括支
援センターの役割を知ってもらい、高齢者の総合相談窓口とし
て、認識してもらえるように努めた。

・多機関協働事業は、重層的支援体制整備事業の核として、本人
の困りごとを中心として、多機関協働のチーム作りを推進する。
・多機関協働事業においては、福祉分野以外の関係者を意図的に
巻き込みながら住民主体の地域づくりへとつなげる。
・参加支援事業およびアウトリーチ支援事業においては、さらな
る支援プランの立案、本人の参画に意図的に取り組む。

⑤ 複合的な生活課題の解決
に向けた体制の整備（重層的
支援体制整備）
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評価 方向性
令和7年度実績（R7.12末時点） 令和７年度成果 課題 今後の方向性基本的方向 施策 令和７年度取組内容事業 担当課

５．安全・安心
な暮らしの推進

（２）権利擁護
の推進

① 高齢者虐待
防止の推進

オ）緊急時の
保護

長寿福祉課 高齢者支援係 緊急性の高いケースについては、高齢者の生命や健康を守るため
に分離保護の対応を行う。

緊急性が高いと判断された虐待のケースについて、分離保護（措
置入所）の対応を行った。
 養護老人ホーム被措置者数 11人
 特別養護老人ホーム被措置者数 12人
（うち、令和７年度の新規措置入所者数 ５名）

カ）養介護施
設従業者等に
よる高齢者虐
待等への対応

長寿福祉課 高齢者支援係
介護保険係

・実地指導時に虐待防止のための対策の取り組み状況等について
確認し、必要に応じ指導や助言を行う。
・虐待が発生した場合は、関係機関と連携し迅速に対応する。

介護サービス提供事業所で虐待が疑われる事案が発生した際は、
関係機関と連携して、事業所に対して聞き取りや指導を実施。
 通報 0件
 実地指導等 5件
 （うち虐待認定 0件）

６．介護サービ
スの充実

（２）介護保険
事業の安定した
運営

長寿福祉課 介護保険係 ・介護人材確保・定着のための各補助金について、積極的に活用
いただけるよう制度周知を行うとともに、より効果的なものとな
るよう内容等の見直しを行う。
・担い手研修や入門的研修を開催し、介護人材のすそ野の拡大を
行う。
・介護人材確保・定着促進協議会において事業者が必要としてい
る事業を実施する。
・新たな支援制度の検討を進める。

・担い手研修 実施
（11/15・16 修了者１２名、2/17・18予定）
・研修費補助 ７名（初任者３名、実務者４名）
・甲南高校ワークガイダンス実施予定
・甲賀市介護人材確保・定着促進協議会で使用する人材確保啓発
パンフレット・動画制作

⑤ 福祉・介護人材の確保及
び介護現場の生産性の向上の
推進

基準値
単位 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

2 計画 2 2 2
2 実績 1 1

指
標

第９期

担い手研修回数
（フォローアップ含む）

回
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高齢者福祉事業利用等実績

移送サービス事業

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数（登録者） （人） 39 30 23 11 6 6

決算額 千円 3,955 3,057 903 583 369 242

介護認定者福祉車両運賃助成事業

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 641 636 633 625 646 651

支出済額 千円 9,315 9,476 9,994 9,816 10,655 6,624

高齢者日常生活用具購入費給付金交付事業

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 43 59 61 58 29 17

支出済額 千円 1,456 1,885 1,797 2,100 1,120 713

訪問理美容サービス助成事業

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 64 71 74 32 27 35

支出済額 千円 275 330 325 168 150 80

緊急通報システム事業

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 99 74 73 63 62 53

支出済額 千円 1,053 933 873 710 595 384

安否確認安心ダイヤル助成事業

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 2 2 1 1 1 0

支出済額 千円 77 77 59 36 12 0

高齢者障がい者安心生活支援事業（平成24年5月1日から実施。1時間未満の軽微な作業の代行）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

登録人数 （人） 50 35 23 20 20 14

支出済額 千円 128 124 87 76 82 77

民間支援ハウス事業（令和元年10月１日から実施）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 0 0 0 1 0 0

支出済額 千円 0 0 0 295 0 0

高齢者等自立支援短期入所事業（令和3年11月から実施）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 3 2 1 2 2

支出済額 千円 486 320 1,174 402 656
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高齢者福祉事業利用等実績

在宅寝たきり高齢者等介護激励金支給事業（平成25年度より特に重介護の介護者に対し拡充）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 307 354 297 278 348 222

支出済額 千円 13,365 13,060 12,660 11,685 11,660 3,780

配食サービス事業（令和元年度より週５回を週７日に拡充）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 120 71 69 79 55 54

支出済額 千円 6,514 6,152 5,554 4,746 4,374 2,736

介護用品購入費助成事業

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 1,169 1,228 1,310 1,337 1,326 1,279

支出済額 千円 50,684 48,389 49,886 51,147 51,547 33,448

徘徊高齢者見守り支援事業（旧：家族支援サービス事業）（平成23年4月1日から実施）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 8 7 3 4 4 4

支出済額 千円 64 56 58 75 26 26

徘徊高齢者事前登録事業（平成28年12月1日から実施）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

新規登録人数 （人） 26 17 16 31 33 22

のべ登録人数 （人） 95 96 73 99 88 87

老人施設入所措置事業

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

養護老人ホーム
措置者数

（人） 17 16 14 13 11 11

措置施設数 （施設） 5 5 5 5 4 4
特別養護老人ホーム等
虐待による措置者数

（人） 23 13 9 14 14 12

措置施設数 （施設） 11 8 6 6 8 6

支出済額 千円 52,998 52,055 47,613 40,505 32,473 18,211

認知症高齢者等個人賠償責任保険事業（令和4年4月1日から実施）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

加入人数（4/1時点） （人） 75 67 45 55

支出済額 千円 122 109 73 90

高齢者補聴器購入補助金交付事業（令和6年4月1日から実施）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
(R7.12月末時点)

利用実人数 （人） 15 15

支出済額 千円 300 300
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利用者数（人）

実績 計画値 実績 対計画比 実績見込 計画値 実績見込 対計画比

訪問介護 7,314 537,451,000 505,786,527 94.1% 7,485 545,548,000 551,331,753 101.1%

訪問入浴介護 1,064 74,038,000 72,154,108 97.5% 1,025 75,723,000 75,465,189 99.7%

訪問看護 5,799 222,977,000 209,266,602 93.9% 5,428 226,303,000 197,529,233 87.3%

訪問リハビリテーション 2,568 80,762,000 91,507,508 113.3% 2,624 81,298,000 92,400,220 113.7%

居宅療養管理指導 5,045 42,343,000 48,031,196 113.4% 5,401 43,231,000 52,163,307 120.7%

通所介護 11,112 892,384,000 862,302,577 96.6% 11,364 910,094,000 898,186,915 98.7%

通所リハビリテーション 1,909 123,391,000 109,808,931 89.0% 1,919 124,830,000 112,300,149 90.0%

短期入所生活介護 4,312 313,506,000 290,690,935 92.7% 4,347 318,293,000 291,870,869 91.7%

短期入所療養介護 114 31,934,000 13,422,886 42.0% 88 31,974,000 9,932,721 31.1%

特定施設入居者生活介護 557 124,411,000 109,863,296 88.3% 467 129,635,000 92,193,704 71.1%

福祉用具貸与 19,144 295,748,000 311,340,964 105.3% 19,437 300,508,000 321,893,143 107.1%

特定福祉用具販売 310 8,496,000 8,547,654 100.6% 301 8,844,000 8,887,586 100.5%

住宅改修 110 11,613,000 8,488,547 73.1% 104 12,423,000 7,475,306 60.2%

認知症対応型通所介護 444 61,082,000 46,155,613 75.6% 381 61,159,000 40,916,457 66.9%

小規模多機能型居宅介護 1,243 292,437,000 260,969,876 89.2% 1,212 292,807,000 257,520,721 87.9%

認知症対応型共同生活介護 1,934 520,994,000 514,234,388 98.7% 1,930 523,769,000 525,132,736 100.3%

地域密着型特定施設入所者生活介護 281 57,026,000 57,662,834 101.1% 284 58,531,000 59,668,771 101.9%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 351 111,639,000 115,374,533 103.3% 349 112,611,000 111,614,231 99.1%

看護小規模多機能型居宅介護 216 97,086,000 54,562,612 56.2% 257 129,257,000 63,340,880 49.0%

地域密着型通所介護 4,506 321,043,000 306,457,070 95.5% 4,228 329,018,000 292,583,536 88.9%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 30 3,792,000 6,655,685 175.5% 29 3,796,000 5,608,823 147.8%

介護老人福祉施設 6,637 1,829,194,000 1,904,928,058 104.1% 6,851 1,842,344,000 1,974,271,431 107.2%

介護老人保健施設 3,035 870,149,000 946,124,731 108.7% 3,287 883,945,000 1,051,648,097 119.0%

介護医療院 241 94,502,000 93,534,715 99.0% 263 109,022,000 97,928,863 89.8%

23,678 389,167,000 372,233,204 95.6% 23,773 395,622,000 392,322,205 99.2%

介護サービスの量と介護保険事業費

利用者数（人）給付費（円・％）

令和７年度

給付費（円・％）

令和６年度

居　宅
サービス

地域密着型
サービス

介護保険
施　設

サービス

居宅介護支援
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利用者数（人）

実績 計画値 実績 対計画比 実績見込 計画値 実績見込 対計画比

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 - 0 0 0 -

介護予防訪問看護 601 16,329,000 15,619,022 95.7% 651 16,665,000 16,831,372 101.0%

介護予防訪問リハビリテーション 388 16,443,000 10,224,054 62.2% 387 16,940,000 11,157,068 65.9%

介護予防居宅療養管理指導 328 3,044,000 2,201,464 72.3% 297 3,151,000 2,034,576 64.6%

介護予防通所リハビリテーション 337 19,540,000 11,543,521 59.1% 261 20,363,000 8,876,717 43.6%

介護予防短期入所生活介護 69 3,365,000 2,160,978 64.2% 37 3,369,000 1,682,787 49.9%

介護予防特定施設入居者生活介護 117 14,654,000 8,800,878 60.1% 120 15,197,000 9,343,945 61.5%

介護予防福祉用具貸与 5,641 35,170,000 36,078,269 102.6% 5,912 35,555,000 41,851,316 117.7%

介護予防福祉用具販売 110 3,199,000 2,808,882 87.8% 132 3,199,000 3,972,619 124.2%

住宅改修 65 4,509,000 4,519,223 100.2% 45 4,509,000 3,497,305 77.6%

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 - 0 0 0 -

介護予防小規模多機能型居宅介護 66 4,591,000 4,658,888 101.5% 63 4,597,000 4,209,508 91.6%

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 - 0 0 0 -

6,104 31,257,000 29,783,808 95.3% 6,340 31,653,000 31,644,427 100.0%

地域密着型
介護予防
サービス

令和６年度

介護サービスの量と介護保険事業費

利用者数（人）

介護予防
サービス

令和７年度

給付費（円・％）

介護予防支援

給付費（円・％）
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サービス

提供分まで)

令和8年度
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)

甲賀市の保険料額の推移

必要保険料額（その他）

必要保険料額（施設サービス）

必要保険料額（居住系サービス）

必要保険料額（在宅サービス）

保険料基準額

（出典）【必要保険料額】平成30年度から令和5年度︓厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、令和6年度︓「介護保険事業状況報告（月報）」の１２か月累計および
介護保険事業計画に係る保険者からの報告値、令和7年度︓直近月までの「介護保険事業状況報告（月報）」の累計および介護保険事業計画に係る保険者からの報告値

【保険料基準額】介護保険事業計画に係る保険者からの報告値
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)

保
険
給
付
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(円
)

第１号被保険者１人あたり保険給付月額・第1号保険料月額・必要保険料月額の比較

第１号被保険者１人あたり保険給付月額 第１号保険料月額 必要保険料月額

（時点）令和5年(2023年),令和6年(2024年),令和7年(2025年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和6,7年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および介護保険事業計画報告値
Hxx/Mと表示されている年度は、M月サービス提供分までの数値を用いて、当該年度の指標値を算出しています。
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